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進取の気性に富む“商都 大阪” 
[大阪府における先進的な中小企業支援策の事例] 
 

 

大阪府におけるベンチャー支援事業 

◇(財)大阪府研究開発型企業振興財団（現(公財)大阪産業振興機構）の設立 

全国の自治体に先駆け、ベンチャー企業の育成を実施する専門目的の財団を平成２年に

設立。以後、保証、融資投資等の金融支援及び経営支援など各種ベンチャー支援事業を実

施。 

 

（間接ＶＣ制度） 

 大阪府が独自のベンチャー支援制度として実施した事業で、民間ベンチャーキャピタ

ルの資金供給が不足するアーリーステージのベンチャー企業への投資を促すため、ベン

チャーキャピタルの投資額の 70％を財団が債務保証をおこなうもの。国において中小企

業の創造的事業活動の促進に関する臨時措置法による、国の制度として取り入れられ、

全国的に取り組まれた事業。 

 

（エンゼルファンド） 

 一般投資家に未公開企業への投資機会を提供しベンチャー企業に新たなリスクマネー

を供給するための市場を創設すること及び府内ベンチャー企業への資金提供を目的とし

て、上場証券投資ファンドを組成する事業（府は(公財)大阪産業振興機構に出えん資金

を貸付け。）。平成１３年度以降現在までに組成された３つのファンド（うち上場２件）

による投資累計は延べ２１０社に１０２億円。 

 

◇成長志向創業者支援事業（大阪府ベンチャー企業成長プロジェクト「Booming!」） 

 成功した起業家が後輩起業家を指導する支援循環の仕組み（現在、東京以外には存在し

ない。）を大阪に立ち上げるため、成功した起業家がプロデュースするベンチャー支援事業

を実施。平成２７年度は、上場経験のある関西の起業家９名の参画を得てメンタリングな

ど各種支援を行っている。 
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金融機関提案型の融資制度の創設 

中小企業向け制度融資において、金融セーフティネットの役割に加え、頑張る中小企業

のチャレンジを応援する新たな制度として、平成 23年度から全国初の制度として、金融機

関が自らの強みや特色を活かした融資メニューを提案する「金融機関提案型融資」を創設。 

現在、成長産業分野の企業支援に重点をおいたものや、ものづくり企業や地域医療・介

護企業支援など地域の産業に合わせたものなど、多様な資金需要に応える様々な融資メニ

ューを展開。 

 

小規模事業経営支援事業 

平成 22年度より、人件費補助から事業費補助化を実施。支援事業者毎に（１）課題把握

⇒（２）具体的支援メニューの実施⇒（３）支援結果の把握 までの支援過程の記録を行

い、支援実績や成果を『見える化』するカルテ方式を導入し。併せて、利用者アンケート

など評価システムを導入し、ＰＤＣＡサイクルを確立するなど、平成 26年に施行された「小

規模企業振興基本法」の理念を先取りする形で、全国に先駆け伴走型支援を実施。 

 

MOBIO（ものづくりビジネスセンター大阪） 

MOBIO は、技術力の高いものづくり企業が集積する東大阪市に設置された、大阪府、（公

財）大阪産業振興機構、公募により選定された民間運営事業者が一体となって運営する、

ものづくり中小企業の総合的な支援拠点。 

ものづくりの現場により近い環境を活かし、中小企業との顔の見える信頼関係の構築に

より、伴走型のきめ細かいニーズの把握と適切な支援の実施や、中小企業とそれ以外の人、

メーカーや大学、海外企業、弁理士・弁護士といった専門家、クリエーター・デザイナー

等との出会いの場をつくることに重点を置き、ものづくり中小企業が自律的な変革や挑戦

に挑戦する環境づくりを行っている。 

 

ものづくり B2Bネットワーク 

「ものづくり B2B ネットワーク」は、国内外のものづくり関連企業からのお問合わせや引

き合いに一括して対応するため、豊富な情報と緊密なネットワークを持つ金融機関などが

要望に応えられるものづくり企業をご紹介

する、広域的な対応が可能な新たな視点のマ

ッチングの仕組み。 
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エコノミックガーデニング 

地域社会の固有特性や資源を踏まえて、地元企業の育成と長期的な安定成長を図る経済

開発戦略。大阪の変革と挑戦に取り組む中小企業のビジネス環境を耕し、産学公民金の連

携で企業の自律的な経営革新を支援する地域経済“賑耕”政策。 

 

◇ＥＧおおさか推進ネットワーク  

「ＥＧおおさか」の趣旨に賛同する自治体、商工会・商工会議所、公的産業支援機関、

大学、金融機関が参画する支援者側のネットワーク。「活動＋人材＋情報」の共有化を図り、

顔の見えるネットワークづくりの場を提供。  

 

◇地域経済コンシェルジュ養成研修  

ＥＧおおさか推進ネットワーク参画機関の職員等を対象に、対企業支援を行うガーデナ

ーにあたる「地域経済コンシェルジュ」を養成。 

 

◇域外ネットワーク推進  

大阪以外の他地域で地域の企業の発掘・育成を積極的に行っている自治体、産業支援機

関等と連携し、相互の企業間交流、共通する支援課題の解決のための取組みを実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


